
新宿区ネットワーク管理支援業務委託に係るプロポーザル実施要領 

 

 

（目的） 

第１条 この要領は、ネットワーク管理支援業務委託について、最適な事業者をプロポーザル方

式により選定するために、必要な事項を定めることを目的とする。 

（件名） 

第２条 件名は、「新宿区ネットワーク管理支援業務委託に係る事業者の選定」とする。 

（用語の定義） 

第３条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

(１)区   新宿区をいう。 

(２)総合政策部長 新宿区総合政策部長をいう。 

(３)参加予定事業者 プロポーザルに参加しようとしている事業者をいう。 

(４)参加事業者 プロポーザルに参加している事業者をいう。 

（募集要項の公表） 

第４条 「新宿区ネットワーク管理支援業務委託に係るプロポーザル募集要項」を令和７年５月

９日（金）に、区公式ホームページに掲出し、公表する。なお、公表をもって公募開始とす

る。 

（プロポーザル実施内容） 

第５条 「新宿区ネットワーク管理支援業務委託に係る事業者の選定」に係る企画提案について、

新宿区公式ホームページ等で公募し、企画提案の総合評価を行い、参加事業者の中から最良

の事業者を選定する。 

（企画提案の範囲） 

第６条 この要領にもとづく企画提案の範囲は、以下のとおりとする。 

(１) ネットワーク管理支援体制 

(２) ネットワーク管理支援業務運用 

・経常業務としてネットワーク監視・セキュリティ設定・ログ確認等、ネットワーク運用 

に係る事項 

・構成管理として簡易なネットワーク構成変更や新規ネットワーク構成の技術的なアドバ 

イス等のネットワーク構成に係る事項 

(３) その他、本委託業務に必要な事項等 

（応募資格等） 

第７条 参加予定事業者は、次の各項に掲げる要件を満たすものとする。本条第７項から第１0項

については、基準日を公募開始の日とし、契約時までに要件を欠いた場合は、契約しないことが

できるものとする。 

２ 令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの間に、拠点数１００以上かつ接続ノード３

０００以上のネットワークの構築かつ運用の受諾実績があること。 



３ Cisco Certified Internetwork Expert 認定資格者を有すること。 

４ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会のプライバシーマーク又は ISMS（情報セキュリティ

マネジメントシステム）の認証を取得していること。 

５ メーカーを問わず機器の取り扱い（調達及び保守）が可能であること。 

６ 引き続き５年以上、情報処理業務に関連する事業に従事していること。 

７ 地方自治法施行令第 167条の 4第 1項に規定する欠格条項に該当しないこと。 

８ 会社更生法又は民事再生法にもとづく更生手続き開始の申し立てがなされている者でないこ

と。 

９ 新宿区競争入札参加有資格者指名停止等措置要綱にもとづく指名停止期間中でないこと。 

10 新宿区契約における暴力団等排除措置要綱による入札参加除外措置期間中でないこと。 

（参加手続） 

第８条 参加予定事業者は、新宿区ネットワーク管理支援業務委託に係るプロポーザル参加申請

書（第１号様式）により、令和 7年 5月 19日（月）午後 5時までに、区に対し申請する。な

お、提出窓口は第 11条のとおりとする。 

２ 参加予定事業者は、前項に規定する申請書のほか、第７条に規定する事項を具体的に明記し

た文書（任意様式）を持参のうえ提出する。 

３ 区は、参加事業者に対し、別紙「新宿区ネットワーク管理支援業務委託要件定義書」（以下、

「要件定義書」という。）及び付属資料、並びに提出様式一式を交付する。 

（参加の辞退） 

第９条 参加事業者は、前条に規定する申請後、第 16条に規定する第２段階評価までの間に、プ

ロポーザルへの参加を辞退することができる。 

２ 前項の辞退は、当該辞退の理由を付して、新宿区ネットワーク管理支援業務委託に係るプロ

ポーザル参加辞退書（第２号様式）により行うものとする。 

（企画提案の条件） 

第１０条 参加事業者は、別紙「要件定義書」及び付属資料に基づき、第 6条に掲げた企画提案、

並びに、ネットワーク管理支援の運用が可能であること。 

２ 運用の想定期間は、以下のとおりとする。 

(１) 現行事業者から引継ぎ：令和 7年 7月から令和 7年 8月末まで。 

(２) ネットワーク管理支援業務運用：令和 7年９月 1日から。 

３ 企画提案は、以下の経費を想定する。 

業務運用経費は、3年（36ヶ月）の経費を積算する。 

履行成績が良好な場合、令和 10年 8月末まで本委託を引き続きできるものとする。 

その他、現行事業者からの引継ぎ等ネットワーク管理支援業務の運用に必要となる経費 

４ 参加事業者は、前項の規定に基づき、別紙「要件定義書」を踏まえ積算を行なう。 

（企画提案書の提出方法） 

第１１条 参加事業者は、以下期限までに企画提案書、別紙「要件定義書」に記載の書類を提出

する。 



(１)提出期限 令和 7年 6月 10日（火）午後 5時 

提出期限までに提出がない場合は、辞退とみなす。 

(２)提出部数 

① 企画提案書 7部 

② 要件定義書に記載の提出資料 7部 

(３)提出先 

新宿区総合政策部情報戦略課 担当 塙 

電話 03(5273)3871（直通） 

(４)提出方法 

提出期限までに、各提出物一式をＣＤ－ＲＯＭ等に納め、上記（２）の提出物とともに、 

それぞれ一括して持参する。（郵送不可）また、あらかじめ来庁日時を提出先へ連絡する 

ものとする。 

（企画提案書の仕様等） 

第１２条 企画提案書は、提供様式を用い、次の各項に掲げる事項をすべて含むこと。企画提案

書等の資料作成に際しては、情報技術等に関する専門用語を含む場合は、用語の説明を付すな

ど、可能な限り、簡潔且つ明瞭に記載すること。 

２ 参加事業者の会社概要（特徴・優位点・業務内容等） 

３ 第 7条第 2項に掲げる実績 

４ 運用管理体制・要員・役割分担 

５ ネットワーク管理支援要件 

６ 費用見積 

（参加事業者の質疑） 

第１３条 参加事業者は、この要領に係る事項について、令和 7年 5月 30日（金）午後 5時まで

の間、区に対し質疑を行うことができる。 

２ 区は、質疑を受けた事項については、特別の事情が認められる場合を除き、速やかに当該質

疑に対する回答を行う。質疑の内容がすべての参加事業者に関係する場合は、区は、その回答を

他の参加事業者に対して周知する。 

３ 質疑及び回答は、適宜の方法により行う。 

（選定委員会の設置等） 

第１４条 区は、参加事業者の企画提案書等の評価及び事業者の選定のため、「新宿区ネットワー

ク管理支援業務委託に係る事業者選定委員会」（以下、「選定委員会」という。）を設置する。 

２ 選定委員会の構成員、事業者選定方法、その他必要な事項は、別に定める「新宿区ネットワ

ーク管理支援業務委託に係る事業者選定委員会設置要領」による。 

３ 事業者の評価及び選定に関する評価項目、評価点、その他必要な事項は、別に定める「新宿

区ネットワーク管理支援業務委託に係る企画提案評価基準書」（以下、「評価基準書」という。）

による。 

（第１段階評価） 



第１５条 選定委員会は、企画提案書をもとに第１段階評価を行い、第２段階評価を行う事業者

を選定する。 

２ 総合政策部長は、前項により選定された第２段階評価を行う事業者に対して、第２段階評価

に係る選定の実施日等を通知する。 

３ 総合政策部長は、第１段階評価の結果、選定されなかった事業者に対しては、本実施要領第

１８条の規定に基づき、「新宿区ネットワーク管理支援業務委託に係る不採用通知書」（第４号

様式）により、不採用となったことを通知する。 

（第２段階評価） 

第１６条 選定委員会は、前条第２項により選定された第２段階評価を行う事業者を対象に、総

合政策部長が指定する日時及び場所（令和７年６月２６日（木）、庁議室にて行うことを予定し

ているが、変更となる場合がある）において、プレゼンテーション及びヒアリングによる選定を

行う。 

２ 前項のプレゼンテーション及びヒアリングの出席者は、業務責任者及び同行者をあわせて最

大で５名以内とする。 

（受託候補者の選定） 

第１７条 選選定委員会は、特別の事情があると総合政策部長が認めた場合を除き、価格評価を

含む第２段階評価点の最高点者を受託候補者として選定する。 

２ 前項により選定する受託候補者は、提出した見積書の金額が委託契約上限額を下回る事業者

とする。 

（委託する事業者の選定及びその通知） 

第１８条 事業者の選定結果については、当該各号に定める書類により、参加事業者に通知する。 

(１)採用の事業者 

新宿区ネットワーク管理支援業務委託に係る事業者採用通知書（第３号様式） 

(２)不採用の事業者 

新宿区ネットワーク管理支援業務委託に係る事業者不採用通知書（第４号様式） 

（参加経費等） 

第１９条 本プロポーザルに参加し、又は、参加するための準備に要した費用は、参加事業者の

負担とする。 

２ 参加事業者が区に提出した書類等については、区が保管し、参加事業者への返却は行わない。 

３ 採用された企画提案の内容について、区は採用された事業者と協議のうえ、選定委員会の評

価結果に抵触しない範囲内において、変更することができる。 

（参加事業者の失格） 

第２０条 参加事業者が以下に掲げる事項に該当したと区が認めた場合は、失格とする。 

(１)第 7条に掲げる応募資格等を失った場合。 

(２)当該実施要領に定める手続きを遵守しない場合。 

(３)企画提案等の書類に虚偽の記載を行なった場合。 

(４)評価の公平性に影響を与える行為があった場合。 



（事務局） 

第２１条 プロポーザルの事務局は、新宿区総合政策部情報戦略課に置く。 

（疑義の決定等） 

第２２条 本実施要領の各条項若しくは解釈について疑義を生じたとき、又は、本実施要領に定

めのない事項については、総合政策部長が定めるものとする。 

（その他） 

第２３条 参加事業者は、以下に掲げる事項に留意すること。 

(１)事故又は不正な行為など、プロポーザルの実施に重大な支障があると区が認めた場合は、

本プロポーザルの中止又は実施日程等を変更することがある。 

(２)プロポーザルの実施に際し、区から受領又は閲覧した資料等は、区の了解なく公表又は使

用してはならない。また、区から受領した資料等については、当該プロポーザルの終了と

ともに、事業者の責任において破棄するものとする。 

 

附 則 

この要領は、決定の日から施行する。 


